
 

 

議 案 第 ２ 号 

 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定について 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり

制定する。 

 

令和７年２月２５日提出 

 

新居浜市長 古 川 拓 哉 

 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（新居浜市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

第１条 新居浜市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年条例第２８号）の一

部を次のように改正する。 

附則第７項及び第８項中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（新居浜市職員の給与に関する条例等の一部改正） 

第２条 次に掲げる条例の規定中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

（１）新居浜市職員の給与に関する条例（昭和３１年条例第１９号）第２２条の２第

３号及び第４号並びに第２２条の３第１項第１号及び第３項第１号 

（２）新居浜市職員の退職手当に関する条例（昭和３５年条例第１２号）第１３条第

１項第１号及び第５項第２号、第１４条の見出し及び同条第１項第１号、第１５

条第１項第１号並びに第１７条第４項 

（３）新居浜市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年条例

第２２号）第４条第１号 



 

 

（４）新居浜市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例（昭和３９年条

例第６９号）第６条第１号 

（新居浜市吏員退隠料、退職給与金、死亡給与金及び遺族扶助料条例の一部改正）  

第３条 新居浜市吏員退隠料、退職給与金、死亡給与金及び遺族扶助料条例（昭和１７

年公布）の一部を次のように改正する。 

第８条第２号中「懲役若は禁錮の刑」を「拘禁刑」に改め、同条第３号中「禁錮」

を「拘禁刑」に改める。 

第１３条第３号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

第１７条第２号中「懲役若は禁錮の刑」を「拘禁刑」に改める。 

第２５条中「懲役又は禁錮の刑」を「拘禁刑」に改める。 

（新居浜市教育職員の退職年金及び退職一時金に関する条例の一部改正） 

第４条 新居浜市教育職員の退職年金及び退職一時金に関する条例（昭和３５年条例第

１４号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項第２号中「懲役若しくは禁錮
こ

の刑」を「拘禁刑」に改め、同項第３号

中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

第１５条第３号及び第２２条第２号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

第２６条中「懲役又は禁錮
こ

の刑」を「拘禁刑」に改める。 

第４６条第１項中「懲役又は禁錮
こ

の刑」を「拘禁刑」に改め、同条第２項中「禁

錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

（罰則の適用に関する経過措置） 

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（新居浜市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

３ 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）及び刑法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８号）並びに

この条例（次項においてこれらを「刑法等一部改正法等」という。）の施行前に犯し

た刑法等の一部を改正する法律第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第



 

 

４５号）第１３条に規定する禁錮（次項において「禁錮」という。）以上の刑（死刑

を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者は、第２条（第１号に係る部分

に限る。）の規定による改正後の新居浜市職員の給与に関する条例第２２条の３第１項

（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）（これらの

規定を同条例第２３条第５項及び第２５条第６項において準用する場合を含む。）の

規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみなす。 

（新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

４ 刑法等一部改正法等の施行前に犯した禁錮以上の刑（死刑を除く。）が定められて

いる罪につき起訴をされた者は、第２条（第２号に係る部分に限る。）の規定による

改正後の新居浜市職員の退職手当に関する条例第１３条第１項及び第５項、第１４条

第１項（第１号に係る部分に限る。）並びに第１７条第４項並びに新居浜市職員の退

職手当に関する条例第１７条第３項の規定の適用については、拘禁刑が定められてい

る罪につき起訴をされた者とみなす。 

 

提案理由 

刑法の一部が改正され、懲役及び禁錮に代わり拘禁刑が創設されることによる所要の

条文整備を行うため、本案を提出する。 


